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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第52

期第３四半期連結会計期間は、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第３四半期連結
累計期間

第53期
第３四半期連結

累計期間

第52期
第３四半期連結

会計期間

第53期 
第３四半期連結 

会計期間
第52期

会計期間

自  平成21年
  11月21日 
至  平成22年 
    ８月20日

自  平成22年
    11月21日 
至  平成23年 
    ８月20日

自  平成22年
    ５月21日 
至  平成22年 
    ８月20日

自  平成23年 
    ５月21日 
至  平成23年 
    ８月20日

自  平成21年
    11月21日 
至  平成22年 
    11月20日

売上高 (千円) 27,382,544 29,798,830 9,202,914 10,142,903 37,991,626 

経常利益 (千円) 121,734 407,668 17,954 142,339 313,957 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△) 

(千円) 4,760 195,832 △20,609 69,222 98,470 

純資産額 (千円) ― ― 8,253,311 8,521,295 8,350,503 

総資産額 (千円) ― ― 16,223,728 17,431,483 17,591,095 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 874.42 903.28 884.82 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額又は 
四半期純損失金額(△) 

(円) 0.50 20.76 △2.18 7.34 10.43 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 50.9 48.9 47.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △260,104 △91,496 ― ― △421,326

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △303,611 △332,097 ― ― △29,402

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △76,258 △75,788 ― ― △76,585

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 4,582,698 4,195,977 4,695,359 

従業員数 (名) ― ― 333 296 321 

― 2 ―



  

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) 従業員数は、臨時従業員（パートタイマー及び派遣社員）を除いた就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) 従業員数は、臨時従業員（パートタイマー及び派遣社員）を除いた就業人員であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成23年８月20日現在

従業員数(名) 296 

 平成23年８月20日現在

従業員数(名) 274 
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第２ 【事業の状況】 

当社グループは、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報

等）」に記載のとおり、建材販売事業（施工付販売含む）の単一セグメントであり、生産、受注及

び販売の状況につきましては品目別に記載しております。 

  
(1) 仕入実績 

当第３四半期連結会計期間における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １  金額は、仕入価格によっております。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当社グループは、建材販売事業を行っており、受注から販売の期間が短いため、現在のところ

受注実績と販売実績はほぼ一致しております。従って受注実績に関しましては販売実績の欄をご

参照下さい。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

区分
(自 平成23年５月21日 
至 平成23年８月20日) 

当第３四半期連結会計期間

仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

商品

木質建材 1,510,378 132.3 

非木質建材 502,062 65.0 

合板 428,310 84.7 

木材銘木製品 412,821 123.5 

住宅設備機器 3,170,378 114.0 

施工付販売 234,844 144.2 

その他 390,404 67.2 

小計 6,649,200 105.9 

工事

材料費 1,318,887 119.7 

外注費 1,388,674 128.0 

小計 2,707,562 123.8 

計 9,356,762 110.5 
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(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間において、総販売実績の10％以上を占める販売

顧客に該当するものはありません。 

３ 上記商品販売金額にはオリジナル商品販売実績584,681千円（前年同四半期比93.6％）が含まれておりま

す。 

   オリジナル商品・・・1978年にプライベートブランド商品として、開発・販売を開始した商品でありま

す。主な商品は、海外の提携工場にて生産された無垢フローリング等や国内外の提携工場にて生産された

総合建材商品であります。 

４ 品目別売上高の状況については以下のとおりであります。 

   当第３四半期連結会計期間の品目別の販売実績は、持家及び一戸建分譲住宅の増加基調の影響により、

前年同四半期比110.2％となりました。 

 これは主に、住宅設備機器(前年同四半期比115.6％)及び完成工事高(前年同四半期比124.8％)の増加に

よるものです。 

５ 重点商品の「施工付販売」と記載しております品目は、上記記載の施工付販売と完成工事高を合わせたも

のであります。 

   施工付販売・・・仕入メーカーの責任施工により行っている工事  

  完成工事高・・・当社の手配による下請工事業者により行っている工事 

  

区分
(自 平成23年５月21日 
至 平成23年８月20日) 

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 前年同四半期比(％)

商品

木質建材 1,587,302 124.5 

非木質建材 527,060 57.0 

合板 436,432 68.9 

木材銘木製品 439,742 112.7 

住宅設備機器 3,417,312 115.6 

施工付販売 252,694 138.0 

その他 552,876 112.3 

小計 7,213,422 105.2 

工事

完成工事高 2,929,481 124.8 

小計 2,929,481 124.8 

計 10,142,903 110.2 
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当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありま

せん。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響を受けたサプライチェー

ンの復旧が進み、震災による供給制約が解消される中で生産や輸出は持ち直し傾向となりました。 

 また、雇用・所得環境は依然厳しい状況が続くものの、個人消費は回復傾向にて推移いたしまし

た。しかしながら、新興国の経済成長が継続する一方で、欧州の金融不安や米国経済の低迷などに

よる円の高止まりや海外景気の下振れが懸念され、依然として不透明感が払拭されない状況で推移

いたしました。 

 当住宅関連業界におきましては、震災の影響等による消費マインドの減退が懸念されましたが、

商品供給体制の早期回復や住宅購入支援策などにより、新設住宅着工戸数は緩やかながら回復傾向

となりました。 

 このような状況のもと、当社グループは新規取引先の開拓、重点商品（オリジナル商品、施工付

販売、住宅設備機器）やエコ関連商材の販売に努めるとともに、経営資源の活用と経営効率の向上

を最重点課題として取組み、収益の改善に努めてまいりました。 

 その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高につきましては、前年同四半期に比べ９億39百万

円増加し、101億42百万円（前年同四半期は92億２百万円）となりました。 

 営業利益につきましては、１億20百万円（前年同四半期は２百万円）となりました。 

 経常利益につきましては、１億42百万円（前年同四半期は17百万円）、四半期純利益につきまし

ては、69百万円（前年同四半期は20百万円の四半期純損失）となりました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

（資産） 

 当第３四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べて１億59百万円減少し、

174億31百万円となりました。これは主に現金及び預金４億99百万円の減少や商品３億22百万円の増

加によるものです。 

  

（負債） 

 当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて３億30百万円減少し、

89億10百万円となりました。これは主に支払手形及び買掛金１億74百万円の減少によるものです。  

  

（純資産） 

 当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて１億70百万円増加

し、85億21百万円となりました。これは主に利益剰余金１億20百万円の増加によるものです。  

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、41億

95百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

であります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の減少は、９億51百万円（前年同四半期は４億８百万円の減少）となりま

した。これは主に税金等調整前四半期純利益１億40百万円及び仕入債務の増加額５億62百万円の

増加要因に対し、売上債権の増加額12億31百万円及びたな卸資産の増加額２億47百万円の減少要

因によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は、４億６百万円（前年同四半期は２億13百万円の減少）となりま

した。これは主に投資有価証券の取得による支出４億３百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は、前年同四半期と変わらず僅少となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

特記事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備

の新設、除却等について、重要な変更はありません。 

 また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はあり

ません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握し

ておりません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年８月20日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年10月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,011,841 10,011,841 
大阪証券取引所
市場第二部 

単元株式数 
1,000株

計 10,011,841 10,011,841 ― ―

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成23年８月20日 ― 10,011,841 ― 2,220,082 ― 2,850,892 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年５月20日)に基づく株主名簿によ

る記載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注)  「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式83株及び証券保管振替機構名義の株式が221株含まれており

ます。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  平成23年５月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) （自己保有株式）   
 普通株式  577,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

9,259,000 
9,259 ―

単元未満株式 
普通株式 

175,841 
― ―

発行済株式総数 10,011,841 ― ―

総株主の議決権 ― 9,259 ―

  平成23年５月20日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
北恵株式会社 

大阪市中央区南本町 
３丁目６-14（イトウビル） 577,000 － 577,000 5.76 

計 ― 577,000 － 577,000 5.76 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
12月

平成23年 
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

最高(円) 221 246 240 249 270 258 255 285 280 

最低(円) 212 217 233 177 217 241 239 257 252 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しており

ます。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年５月21日から平成22年８月20日まで）及び前第３四

半期連結累計期間（平成21年11月21日から平成22年８月20日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成23年５月21日から平成23年８月20日まで）及び

当第３四半期連結累計期間（平成22年11月21日から平成23年８月20日まで）は、改正後の四半期連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22

年５月21日から平成22年８月20日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年11月21日から平

成22年８月20日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年５月

21日から平成23年８月20日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年11月21日から平成23年

８月20日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビュ

ーを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年８月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,195,977 4,695,359

受取手形及び売掛金 ※2  8,111,602 ※2  8,472,108

有価証券 200,800 200,840

商品 826,015 503,638

未成工事支出金 385,422 394,175

その他 110,637 117,191

貸倒引当金 △63,520 △67,484

流動資産合計 13,766,935 14,315,827

固定資産   

有形固定資産 ※1  1,735,034 ※1  1,750,266

無形固定資産 77,968 73,204

投資その他の資産   

その他 ※1  1,946,368 ※1  1,559,464

貸倒引当金 △94,823 △107,666

投資その他の資産合計 1,851,544 1,451,797

固定資産合計 3,664,548 3,275,267

資産合計 17,431,483 17,591,095

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  7,311,086 ※2  7,485,657

未払法人税等 92,550 168,899

賞与引当金 123,272 －

その他 316,563 568,633

流動負債合計 7,843,472 8,223,190

固定負債   

退職給付引当金 － 5,365

役員退職慰労引当金 223,560 215,520

資産除去債務 9,641 －

その他 833,513 796,515

固定負債合計 1,066,715 1,017,401

負債合計 8,910,187 9,240,591
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年８月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月20日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,220,082 2,220,082

資本剰余金 2,851,384 2,851,384

利益剰余金 3,523,562 3,403,230

自己株式 △160,400 △159,503

株主資本合計 8,434,629 8,315,193

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 89,303 37,166

繰延ヘッジ損益 △2,636 △1,856

評価・換算差額等合計 86,666 35,310

純資産合計 8,521,295 8,350,503

負債純資産合計 17,431,483 17,591,095
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月21日 
 至 平成22年８月20日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月21日 
 至 平成23年８月20日) 

売上高 27,382,544 29,798,830

売上原価 24,468,115 26,677,295

売上総利益 2,914,429 3,121,534

販売費及び一般管理費 ※1  2,843,655 ※1  2,766,606

営業利益 70,773 354,928

営業外収益   

受取利息 7,912 5,911

受取配当金 3,575 4,228

仕入割引 93,744 107,563

不動産賃貸料 41,836 39,198

その他 9,176 9,089

営業外収益合計 156,245 165,992

営業外費用   

売上割引 79,847 85,506

不動産賃貸原価 23,097 24,649

その他 2,339 3,096

営業外費用合計 105,284 113,252

経常利益 121,734 407,668

特別利益   

固定資産売却益 11,729 －

貸倒引当金戻入額 － 5,297

特別利益合計 11,729 5,297

特別損失   

投資有価証券評価損 － 1,343

のれん償却額 9,824 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,998

特別損失合計 9,824 4,341

税金等調整前四半期純利益 123,639 408,623

法人税、住民税及び事業税 123,812 206,607

法人税等調整額 △4,933 6,184

法人税等合計 118,878 212,791

少数株主損益調整前四半期純利益 － 195,832

四半期純利益 4,760 195,832
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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月21日 
 至 平成22年８月20日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月21日 
 至 平成23年８月20日) 

売上高 9,202,914 10,142,903

売上原価 8,224,518 9,109,296

売上総利益 978,396 1,033,607

販売費及び一般管理費 ※1  976,320 ※1  913,062

営業利益 2,075 120,544

営業外収益   

受取利息 2,660 1,865

受取配当金 1,862 2,100

仕入割引 32,061 33,312

不動産賃貸料 13,036 12,853

その他 1,473 2,118

営業外収益合計 51,094 52,251

営業外費用   

売上割引 26,738 23,565

不動産賃貸原価 8,392 6,294

その他 84 595

営業外費用合計 35,214 30,455

経常利益 17,954 142,339

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － △2,002

特別利益合計 － △2,002

特別損失   

投資有価証券評価損 － 107

のれん償却額 9,824 －

特別損失合計 9,824 107

税金等調整前四半期純利益 8,130 140,229

法人税、住民税及び事業税 38,627 70,657

法人税等調整額 △9,887 350

法人税等合計 28,739 71,007

少数株主損益調整前四半期純利益 － 69,222

四半期純利益又は四半期純損失（△） △20,609 69,222
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月21日 
 至 平成22年８月20日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月21日 
 至 平成23年８月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 123,639 408,623

減価償却費 35,010 30,631

のれん償却額 15,719 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14,340 8,040

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,951 △16,808

賞与引当金の増減額（△は減少） 123,500 123,272

受取利息及び受取配当金 △11,487 △10,140

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,343

固定資産売却損益（△は益） △11,729 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,998

売上債権の増減額（△は増加） 340,924 365,185

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,516 △313,967

仕入債務の増減額（△は減少） △602,370 △174,571

その他 △207,769 △249,453

小計 △183,659 175,153

利息及び配当金の受取額 11,554 11,313

法人税等の還付額 3,100 －

法人税等の支払額 △91,099 △277,963

営業活動によるキャッシュ・フロー △260,104 △91,496

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 100,000 200,000

有形固定資産の取得による支出 △7,881 △5,975

無形固定資産の取得による支出 △28,186 △12,246

投資有価証券の取得による支出 △201,545 △514,120

投資有価証券の売却による収入 1 －

投資有価証券の償還による収入 100,000 －

投資不動産の売却による収入 34,000 －

金銭の信託の取得による支出 △300,000 －

その他 － 244

投資活動によるキャッシュ・フロー △303,611 △332,097

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △75,259 △74,891

自己株式の増減額（△は増加） △999 △896

財務活動によるキャッシュ・フロー △76,258 △75,788

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △639,974 △499,381

現金及び現金同等物の期首残高 5,222,673 4,695,359

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  4,582,698 ※1  4,195,977
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日） 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

 
  

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年11月21日 至 平成23年８月20日) 

会計処理基準に関する事項

の変更 

(1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しており

ます。 

 これにより、経常利益に与える影響は軽微であり、税金等調整前四半期純利

益は3,393千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産

除去債務の変動額は9,641千円であります。 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年11月21日 至 平成23年８月20日) 

   （四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規

則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結

累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日) 

   （四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規

則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結

会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年11月21日 至 平成23年８月20日） 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年11月21日 至 平成23年８月20日) 

棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。  

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

繰延税金資産及び繰延税金

負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に、前連結

会計年度決算において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングに当

該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年11月21日 

至 平成23年８月20日) 

   （賞与引当金） 

前連結会計年度においては、従業員への賞与支払額が確定していたため、前連結会計年度に属する額を

未払費用206,044千円（流動負債のその他）として計上しておりましたが、当第３四半期連結会計期間にお

いては、四半期連結財務諸表作成時に従業員への賞与支払額が確定していないため、支給見込額のうち当

第３四半期連結会計期間に属する額を賞与引当金として計上しております。 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成23年８月20日) 

前連結会計年度末 
(平成22年11月20日) 

※１ 固定資産の減価償却累計額 

 

有形固定資産 723,704千円 

その他（投資不動産） 277,005千円 

 

※１ 固定資産の減価償却累計額 

 

有形固定資産 713,461千円 

その他（投資不動産） 269,165千円 

 

※２ 期末日満期手形の会計処理方法 

当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日

でありますが、満期日に決済されたものとして処

理しております。 

当第３四半期連結会計期間末満期手形は以下のと

おりであります。 

受取手形 161,452千円

支払手形 222千円

※２ 当連結会計年度末日満期手形 

当連結会計年度末は金融機関の休日であります

が、満期日に決済されたものとして処理しており

ます。 

当連結会計年度末満期手形は以下のとおりであり

ます。 

受取手形 156,733千円

支払手形 914千円
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(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

第３四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(自  平成21年11月21日 
至  平成22年８月20日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年11月21日 
至  平成23年８月20日) 

当第３四半期連結累計期間

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

 

給与及び手当 1,255,833千円 

賞与引当金繰入額 123,500千円 

退職給付費用 72,247千円 

役員退職慰労引当金繰入額 14,340千円 

貸倒引当金繰入額 28,697千円 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

 

給与及び手当 1,206,879千円 

賞与引当金繰入額 123,272千円 

退職給付費用 62,687千円 

役員退職慰労引当金繰入額 13,790千円 

貸倒引当金繰入額 5,780千円 

 

(自  平成22年５月21日 
至  平成22年８月20日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成23年５月21日 
至  平成23年８月20日) 

当第３四半期連結会計期間

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

 

給与及び手当 364,749千円 

賞与引当金繰入額 123,500千円 

退職給付費用 24,106千円 

役員退職慰労引当金繰入額 4,700千円 

貸倒引当金繰入額 8,872千円 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

 

給与及び手当 339,808千円 

賞与引当金繰入額 123,272千円 

退職給付費用 20,766千円 

役員退職慰労引当金繰入額 4,580千円 

 

(自  平成21年11月21日 
至  平成22年８月20日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年11月21日 
至  平成23年８月20日) 

当第３四半期連結累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年８月20日現在)

現金及び預金勘定 4,582,698千円 

現金及び現金同等物 4,582,698千円 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成23年８月20日現在)

現金及び預金勘定 4,195,977千円 

現金及び現金同等物 4,195,977千円 
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(株主資本等関係) 

 当第３四半期連結会計期間末(平成23年８月20日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年11月21

日 至 平成23年８月20日) 

  

１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
  

３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５  株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,011,841 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 578,132 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月17日 
定時株主総会 

普通株式 75,499 8.00 平成22年11月20日 平成23年２月18日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年５月21日 至 平成22年８月20日）及び前第３四半期連

結累計期間（自 平成21年11月21日 至 平成22年８月20日） 

同一セグメントに属する建材販売事業(施工付販売含む)を行っており、当該事業以外に事業の種

類がないため、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年５月21日 至 平成22年８月20日）及び前第３四半期連

結累計期間（自 平成21年11月21日 至 平成22年８月20日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年５月21日 至 平成22年８月20日）及び前第３四半期連

結累計期間（自 平成21年11月21日 至 平成22年８月20日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年11月21日 至 平成23年８月20日）及び当第３四半期連

結会計期間（自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日） 

当社グループは、建材販売事業（施工付販売含む）の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17

号  平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

(金融商品関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成23年８月20日） 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がないため、記載を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成23年８月20日） 

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありませ

ん。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成23年８月20日） 

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なもの

ではありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日） 

ストック・オプション等を付与又は交付しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年５月21日 至 平成23年８月20日） 

該当事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成23年８月20日） 

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第１四半期連結会計期間の期首に

比べて著しい変動がないため、記載を省略しております。 
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(賃貸等不動産関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成23年８月20日） 

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい

変動がないため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１．１株当たり純資産額 

  

 
  

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等 

第３四半期連結累計期間 

  

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成23年８月20日) 

前連結会計年度末 
(平成22年11月20日) 

 

 903円28銭 
  

884円82銭 

 
当第３四半期連結会計期間末 

(平成23年８月20日) 
前連結会計年度末 
(平成22年11月20日) 

純資産の部の合計額（千円） 8,521,295 8,350,503 

普通株式に係る純資産額（千円） 8,521,295 8,350,503 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － 

普通株式の発行済株式数（千株） 10,011 10,011 

普通株式の自己株式数（千株） 578 574 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（千株） 9,433 9,437 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月21日 

至 平成22年８月20日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年11月21日 

至 平成23年８月20日) 
 

１株当たり四半期純利益金額 ０円50銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額 

－ 

１株当たり四半期純利益金額 20円76銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額 

－ 

 

前第３四半期連結累計期間

(自 平成21年11月21日 

至 平成22年８月20日) 

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年11月21日 

至 平成23年８月20日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 4,760 195,832 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 4,760 195,832 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,441 9,435 
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第３四半期連結会計期間 

  

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第52期第３

四半期連結会計期間は、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  ２ １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成22年５月21日 

至 平成22年８月20日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成23年５月21日 

至 平成23年８月20日) 
 

１株当たり四半期純損失金額(△) △２円18銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額 

－ 

１株当たり四半期純利益金額 ７円34銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益金額 

－ 

 

前第３四半期連結会計期間

(自 平成22年５月21日 

至 平成22年８月20日) 

当第３四半期連結会計期間

(自 平成23年５月21日 

至 平成23年８月20日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
又は四半期純損失(△)（千円） △20,609 69,222 

普通株式に係る四半期純利益 
又は四半期純損失(△)（千円） △20,609 69,222 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,439 9,434 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年10月４日

北恵株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北

恵株式会社の平成21年11月21日から平成22年11月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

22年５月21日から平成22年８月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年11月21日から平成22年８

月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北恵株式会社及び連結子会社の平成22

年８月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  増  田   豊    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  堀   裕  三    印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年10月３日

北恵株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北

恵株式会社の平成22年11月21日から平成23年11月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

23年５月21日から平成23年８月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年11月21日から平成23年８

月20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北恵株式会社及び連結子会社の平成23

年８月20日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  増  田   豊    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  堀   裕  三    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成23年10月３日 

【会社名】 北恵株式会社 

【英訳名】 KITAKEI CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  北 村 良 一 

【最高財務責任者の役職氏名】         ― 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区南本町三丁目６番14号イトウビル 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長 北村良一は、当社の第53期第３四半期(自 平成23年５月21日 至 平成23年８

月20日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




